
　ポータルサイトにおける防災に関する人材のマッチング機能の強化及び津波に対して
具体的に取るべき行動の定着を幅広く促進するための必要事項の調査等のため。

「新しい日本のための優先課題推進枠」138

478

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）

計 430

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

251 251特定地震防災対策施設運営費補助金

「全国防災リーダーの集い」（仮称）の開催

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

災害関係調査費 179 227

―

単位当たり
コスト

25年度 26年度活動見込

― ― ―

22,570―

26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度

活動実績

当初見込み

回

回

目標値
（２８年度）

平成26年度に作成するポータルサイトトップページの閲覧
回数

成果実績 回 ― ―

達成度

成果指標

―

目標値 回 ― ―

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度

執行額

単位 23年度 24年度

359 355 448

執行率（％） 91% 89% 65%

翌年度へ繰越し - ▲ 255

―

396 397 686 430 478

予備費等 - 31 - -

366 431 430 478

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

255 - -

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

南海トラフ巨大地震等の広域大規模災害の発生が懸念されている中、災害被害を軽減するためには、公助だけでは限界があり、自助・共助が重要となる。
いつ起こるかわからない災害に備え、被害を軽減するために自助・共助のための普及啓発を行うことにより、社会全体における防災力の向上を目指し、学校や
地域コミュニティにおける防災教育等の普及・啓発活動を促進する事業を展開する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・「全国防災リーダーの集い（仮称）」及び「防災ポスターコンクール」の開催や防災に関するポータルサイトの開設・運営により、災害についての認識を深めると
ともに、国民一人ひとりが自ら考え行動するよう、防災意識の高揚や、地域コミュニティの共助の取組の強化を図る。
・その他、災害時に企業が重要業務を継続するための事業継続計画策定の推進、防災ボランティア活動の環境整備、震災関連資料の展示等を行う施設（「人
と防災未来センター」（兵庫県所管））の運営費の補助（補助率1/2）等を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名 ３５　防災に関する普及・啓発（政策１１－施策①）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

内閣府設置法(第４条第３項７号の６）
災害対策基本法(第47条の２)

関係する計画、
通知等

－

事業開始・
終了(予定）年度 事業開始：昭和57年度・終了（予定）なし 担当課室 参事官（普及啓発・連携担当） 齊藤　馨

事業名 防災に関する普及・啓発に必要な経費 担当部局庁 政策統括官（防災担当） 作成責任者

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 386

事業番号 0039

22,570/1―

単位当たり
コスト

算出根拠

千円

千円/回

「全国防災リーダーの集い」（仮称）開催に係る総費用÷
開催回数

前年度から繰越し 10 - 255 -

―

単位

検討中

- -

％ ― ―

―

24年度 25年度

計算式

23年度

― ― ― 1

― ―

―



事業番号0039

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点検対象外

評　価項　　目

引き続き、予算の効率的執行に留意し、補助事業についても、補助金交付先における使途を明確にし、透明性の担保に努めてまいりたい。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

0058

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

　ポータルサイトについては作成中（26年7月現在）であるため、目標値については、完成後、設定することとしたい。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成23年

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

事
業
の
効
率
性

0065 平成25年平成24年

事
業
の
有
効
性

平成25年度まで、政府と国民が直接ふれ合う場として防
災フェアを実施しており、来場者のアンケートにおいて、
「国が実施する必要がある」とする割合が高く、効果的な
事業が実施されてきた。
なお、防災フェアについては一定の役割を果たしたものと
認識しており、26年度においては、同事業を行わないこと
とした。

0039

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

○

○

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

単位当たりコストの水準は妥当か。

重
複
排
除

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

　防災の日、津波防災の日に防災フェア等の普及啓発を実施するとともに防災白書や広報誌「ぼうさい」を通じて、国民への情報発信に取り組
んできたところ。また、本経費の執行に当たっては、一般競争入札を原則としつつ、専門的な知見や経験・発想を必要としているものは総合評
価方式を活用し、同じ予算でより多くの成果を引き出す工夫、又はより少ない予算で同等以上の成果を引き出すこととしている。

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留意し、補助事業についても、補助金交付先
における使途を明確にし、透明性の担保に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

○

－
所管府省・部局名

支出先の選定に当たっては、一般競争入札を原則として
おり、競争性に問題はない。
コストについては、毎年度フェアの実施内容を見直すこと
等により、真に必要な費用のみを計上している。
平成25年度において不用率が大きかった理由について
は、補助事業（民間防災対策支援モデル事業）について、
事業目的に則した厳正な補助要件を付していることから、
当該要件を満たした事業者のみに交付を行ったため当初
想定よりも交付先及び金額が少なかったことによるもの。

○

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

○

改善の
方向性

備考

事業番号 類似事業名

○

○

災害被害を軽減するためには、公助だけでは限界があり、自助・共助
が重要となる。
いつ起こるかわからない災害に備え、被害を軽減するために自助・共助
のための普及啓発を行うことは広く国民のニーズがあり、優先度が高
い。
また、減災に当たっては自助・共助・公助が一体となることが重要であ
り、国が実施すべき必要がある。

外部有識者の所見

評価に関する説明

　平成25年度までで防災フェア事業を終了し、本年度については、国民に対する普及啓発のハブとなる人材を全国から選出し、優良事例の共
有、モチベーション向上のための表彰、連携の促進などを行う「全国防災リーダーの集い」（仮称）を開催すること等により、これまでと同程度の
予算でより多くの成果を引き出す予定。



事業番号0039

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【総合評価】
E．東京海上日動リスクコンサルティング株式会社

６百万円

内閣府

４４８百万円

防災フェアの実施

防災功労者表彰（内閣総理大臣表彰）記念品
購入

事業継続マネジメントを通じた企業防災力の
向上～調査・検討業務

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（公財）ひょうご震災記
念２１世紀研究機構

２５１百万円

補助事業の実施（１件）
人と防災未来センター運営費等補助

【総合評価】

C．株式会社パスコ
２３百万円

防災教育活動の実践事例の紹介及び普及方
策等に関する検討

【総合評価】
B．民間企業５社

２０百万円

D．民間企業２社
３百万円 防災ポスターコンクールの実施

【一般競争】
G．民間企業１社

２百万円

【総合評価】
F．東京海上日動リスクコンサルティング株式会社

１４百万円
災害教訓の抽出と記録に関する事業、一日前
プロジェクトの実施

【補助】
Ａ　兵庫県

２５１百万円

【交付】

防災教育・減災教本の作成

【一般競争】

防災白書印刷

【総合評価】
Ｊ．ダイナックス都市環境研究所

１９百万円 防災ボランティア活動連携推進に関する調査

【随意契約】
H．民間企業５社

２百万円 防災功労者表彰運営等

地域における自発的な防災活動に関するガイ
ドライン案作成等の業務

【一般競争】
Ｉ．一般財団法人　関西情報センター

１０百万円

【一般競争】
Ｍ．株式会社ＳＡＹ企画

４百万円 防災情報ホームページ管理・運用

【一般競争】
Ｌ．民間企業３社

６百万円 広報誌ぼうさい編集・出版等

【一般競争】
Ｋ．印刷通販株式会社

６百万円

【随意契約】
Ｏ．民間企業６社

５百万円
「事業継続ガイドライン策定に関する検討会」
運営業務等

【一般競争】
Ｎ．（株）大和総研

３２百万円

【補助】

民間防災対策支援モデル事業費

Ｐ．東京都
４４百万円

Q. 民間企業５１社
４４百万円

国庫からの補助金（３分の１）及び
東京都からの補助金を受けて、帰
宅困難者向け防災用品を備蓄

【補助】



事業番号0039

計 19 計 0

調査費 平成２５年度防災ボランティア関連調査業務 19

計 6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 2

J.ダイナックス都市環境研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）

諸経費 内閣総理大臣表彰受賞者記念品 2 補助 帰宅困難者向け防災用品備蓄 6

Q．株式会社東京流通センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

G.㈱天賞堂

14 計 44

宝永地震報告書等の印刷・製本 4

計

計

図版等使用料 報告書等に用いる図版等の使用料 1

謝金 宝永地震報告書の執筆者に対する謝金等 3

民間防災対策支援モデル事業費 44

諸経費 印刷物の配送費、htmlファイル作成費等 1

印刷・製本費

運営費 コンクール事務局運営・表彰式実施

3 計

1 調査費

発送費 リーフレット等郵送 1 運営費 委員会アドバイザー謝金、旅費等 2

計 12 計

印刷費 周知ポスター・リーフレットの印刷 1 直接人件費

費　目

雑役務費
防災教育活動の実践事例の紹介及び普及方
策等に関する検討

12 雑役務費 防災情報ホームページ管理・運用業務 4

計 18 計 4

C.株式会社パスコ Ｍ.株式会社ＳＡＹ企画

D.大阪書籍印刷 N.（株）大和総研

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

広報 防災フェア開催告知のための広報 2

運営費 防災フェア当日の設営・人員・講師謝金等 16 雑役務費 広報誌「ぼうさい」編集協力業務 4

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

直接人件費

B.(株)セレスポ L.（株）ジャパンジャーナル

計 計 6

費　目 使　途

調査等に係る人件費 5 補助金

251

使　途
金　額

(百万円）

F.東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 Ｐ.東京都

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.兵庫県 K.印刷通販株式会社

印刷費 平成２５年版防災白書　印刷製本費 6

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 1

アンケート、文献翻訳等

4

費　目 使　途
金　額

(百万円）

調査等に係る人件費 15

12

32

使　途
金　額

(百万円）

版下作成費、pdf、htmlデータ作成費等 2

金　額
(百万円）

直接人件費 教本の作成に係る人件費 4 運営費 検討会アドバイザー謝金、旅費等 1

諸経費

E.東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 Ｏ．デロイトトーマツリスクサービス（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷費 報告書、アンケート印刷・製本等 2

諸経費 印刷物の配送費、htmlファイル作成費等 1

補助金 特定地震防災対策施設運営 251

Ｉ.一般財団法人　関西情報センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費
地域における自発的な防災活動に関するガイドライン案
作成等 10

計 10 計 0



事業番号0039

支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

G.

H.

-

受賞記念パーティー 0.3

2 ヨシダ印刷㈱ 表彰状の筆耕 0.4 -

-4 (有)丸の内常盤家 -

0.2 - -

1 ㈱ムラヤマ 防災担当大臣表彰の運営費 1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大阪書籍印刷 防災ポスターコンクールの実施運営等 3 5 74%

1 ㈱天賞堂 内閣総理大臣表彰受賞者記念品 2 1 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
東京海上日動リスクコンサル
ティング株式会社

宝永地震の災害教訓の調査及び有識者検討会の運営等及び災害被災者等
の体験談のヒアリング等

14 3 67%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

6 3 67%1
東京海上日動リスクコンサル
ティング株式会社

教本等の作成

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

99%

落札率
支　出　額
（百万円）

入札者数

-

-

4 (株)プロセスユニーク 防災週間周知のための懸垂幕作成・設置・撤去業務 0.3 -

5 敷島印刷 -濱口梧陵シンポジウムポスター等作成・印刷業務 0.2

業　務　概　要

1 株式会社　パスコ 防災教育活動の実践事例の紹介及び普及方策等に関する検討業務 12 2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 兵庫県 特定地震防災対策施設運営事業等 251 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

「濱口梧陵シンポジウム」記録集の版下作成 0.8 - -

1 （株）セレスポ 防災フェア２０１３の実施運営等 18 2 93%

1 75%

3 （株）セレスポ 「濱口梧陵シンポジウム」におけるパネル作成・設営等業務 0.5 - -

支　出　先

2 (株)ジャパンジャーナル

- -（独）国立印刷局 防災ポスターコンクールの表彰状印刷 0.1

1 11株式会社　パスコ 防災教育の実践に係るガイドラインの作成に関する調査業務　

支　出　先 業　務　概　要

5 ヨシダ印刷㈱ 表彰状の目録作成

2

3 ㈱天賞堂 防災担当大臣表彰受賞者記念品 0.4 - -



事業番号0039

I.

J.

K.

L.

M.

N.

Ｏ.

Ｐ．

Ｑ．

ベルサール渋谷ガーデン 民間防災対策支援モデル事業費

10 ベルサール新宿グランド 民間防災対策支援モデル事業費 1 - -

1 - -

8 ベルサール渋谷ファースト 民間防災対策支援モデル事業費 1 - -

9

7 大本山増上寺 民間防災対策支援モデル事業費 1 - -

6 品川インターシティ 民間防災対策支援モデル事業費 3 - -

5 （仮称）室町東地区開発計画 民間防災対策支援モデル事業費 3 - -

4 株式会社東京ドーム 民間防災対策支援モデル事業費 3 - -

3 六本木ヒルズ森タワー 民間防災対策支援モデル事業費 4 - -

2 東京スクエアガーデン 民間防災対策支援モデル事業費 5 - -

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社東京流通センター 民間防災対策支援モデル事業費 6 - -

支　出　先 業　務　概　要

-

-

1 東京都 民間防災対策支援モデル事業費 44 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

地域における自発的な防災活動に関するガイドライン案作成等業務 9.9 5 65%

2 デロイトトーマツリスクサービス（株） 「事業継続ガイドライン策定に関する検討会」運営業務 1 -

一般財団法人　関西情報センター

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）大和総研 事業継続マネジメントを通じた企業防災力の向上～調査・検討業務 32 1 79%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社ＳＡＹ企画 防災情報ホームページ管理・運用 4 6 57%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ジャパンジャーナル 広報誌「ぼうさい」の編集協力業務　 4 2 71%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 印刷通販株式会社 平成２５年版防災白書印刷製本費 6 2 60%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ダイナックス都市環境研究所 平成２５年度防災ボランティア関連調査業務 19 1 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

1 - -

-

3 一般財団法人　都市防災研究所 東日本大震災における共助による支援活動に関するヒアリング 1 -

1 一般財団法人　関西情報センター 地区防災計画制度の普及促進のためのポータルサイト立ち上げ及び運営業務

1 一般財団法人　関西情報センター 地区防災計画制度等の普及に関するシンポジウムの開催 1 - -

1 一般財団法人　関西情報センター

4 （株）インターグループ 平成２６年度内閣府パンフレット英訳業務 0.0 - -

平成２６年度　防災白書特集部分に関するデータの収集・整理業務 1 -


